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2010010 内閣府

遊休空間の地域再生を目
的とした有効活用の際の
固定資産税の減免にかか
る特例措置

地方税法

　地方税法では、固定資産税は、固
定資産の所有者に対して市町村が課
す市町村税であり、３年毎に行われ
る固定資産の評価を踏まえ市町村が
課税することとされている。

Ｃ

　内閣府では、「市民公益税制ＰＴ
中間報告書（平成22年４月８日）」
で示された方向性に基づいて、平成
23年度税制改正要望を行う予定であ
り、御要望については、今回は見送
る予定。
　なお、特定非営利活動法人に係る
税制の改正については、今後、税制
調査会等で広く議論されていくもの
と考える。
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遊休空間の地域再生を目的とした
有効活用の際の固定資産税の減
免にかかる特例措置

遊休空間を地域再生のために活動するＮＰＯ法
人に低額又は無償で貸した際、当該空間にかか
る固定資産税を減免する特例措置を国が創設
する。又は、市が独自に減免した際に減免分を
補助する。

遊休空間の有効活用を促進し、地域再生を目指す。
具体的には、遊休空間の所有者が、当該空間を、地域再生を目的とする
「新しい公共」の担い手となるＮＰＯ法人の利用のために開放した場合、
当該空間の固定資産税を減免する特例措置の創設、又は市が減免した
際に、減免分を補填をすることにより、遊休空間の有効活用が促進され、
地域の活性化、再生につながる。

提案理由：
　八王子市の商業地域は、かつては賑わいを見せていたが、現在は、郊
外型大型商業施設の進出などにより衰退化し、いわゆる「シャッター街」
の様相を呈している。しかし、このような遊休空間の所有者の多くは既に
資産を確保しているため、当該空間の活用に迫られておらず、また、新た
な活用の方法も見出せずにいる。そこで、固定資産税の減免分を補助金
ないし地方交付税の補填をいただくことにより、遊休空間の有効活用が
促進され、かつての賑わいを取り戻し、地域再生を図ることができる。

地方税法 東京都

株式会社エイ
ビット
特定非営利活動
法人エヌピー
オー・フュージョ
ン

内閣府

2010020 内閣府
建物の所有者からの低額
ないし無償貸借に伴う非
課税または補填措置

法人税法

　法人税法では、法人が他者に対し
て、無償又は低い価額で固定資産を
貸与する場合、その「無償又は低い
価額」と「本来の相場」との差額は
寄附金とみなされる。
　本来、法人税は益金－損金の額が
課税標準となるが、寄附金は一定の
範囲以上は損金に算入されず、この
不算入になった部分は課税標準額を
減殺し得ない。

Ｃ

　内閣府では、「市民公益税制ＰＴ
中間報告書（平成22年４月８日）」
で示された方向性に基づいて、平成
23年度税制改正要望を行う予定であ
り、御要望については、今回は見送
る予定。
　なお、特定非営利活動法人に係る
税制の改正については、今後、税制
調査会等で広く議論されていくもの
と考える。
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建物の所有者からの低額ないし
無償貸借に伴う非課税または補
填措置

地域再生を目的として運営しているＮＰＯ法人が
建物所有者から低額ないし無償貸借した場合
の、利益供与に伴う課税をしない。又は、課税分
を補助する。

遊休空間を有効活用を促進し、地域再生を目指す。
具体的には、遊休空間の所有者が、当該空間を、地域再生を目的とする
「新しい公共」の担い手となるＮＰＯ法人に低額ないし無償貸与する際に、
ＮＰＯ法人に対する利益供与による課税をなくすことで、遊休空間の有効
活用が促進され、地域の活性化、再生につながる。

提案理由：
　八王子市の商業地域は、かつては賑わいを見せていたが、現在は、郊
外型大型商業施設の進出などにより衰退化し、いわゆる「シャッター街」
の様相を呈している。しかし、このような遊休空間の所有者の多くは既に
資産を確保しているため、当該空間の活用に迫られておらず、また、新た
な活用の方法も見出せずにいる。さらに、所有者が、当該空間を、NPO法
人等に減額及び無料で貸与する場合、「利益供与」とみなされてしまう。ま
た、地域再生を運営目的とするＮＰＯ法人の多くは、会合や催事の会場
探しに苦心しているのが現状である。そこで、本措置により、遊休空間の
有効活用が促進され、また、地域再生を目的とした運営を行うＮＰＯ法人
の利用により、かつての賑わいを取り戻し、地域再生を図ることができ
る。

法人税法
所得税法

東京都

株式会社エイ
ビット
特定非営利活動
法人エヌピー
オー・フュージョ
ン

内閣府

2010030 内閣府

BOT方式により取得される
公立中学等の施設に対す
る、不動産取得税取扱い
のＢＴＯ方式とのイコール
フッティング

地方税法第６条、
第７３条の２、第７３
条の３、附則第１１
条の１０等

国や地方公共団体が実施するサービ
ス購入型、ＢＯＴ方式でかつ民間と
競合しない施設のPFI事業について、
固定資産税、都市計画税及び不動産
取得税の課税標準を特例措置として
２分の１に減免（～平成26年度末）

Ｃ

平成22年度税制改正において、サー
ビス購入型・ＢＯＴ方式でかつ民間
と競合しない施設のＰＦＩ事業につ
いて、固定資産税、都市計画税、不
動産取得税を非課税とするよう要望
したものの、税制調査会における議
論を経て「課税標準を２分の１に減
免する特例措置を５年間延長した上
で廃止する」と閣議決定されたとこ
ろであり、改めて来年度税制改正の
要望とすることは困難と考えられ
る。
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BOT方式により取得される公立中
学等の施設に対する、不動産取
得税取扱いのＢＴＯ方式とのイ
コールフッティング

中学校改築・町立図書館等複合施設整備事業
のように公立施設をBOT方式によるＰＦＩ事業で
取得する場合に、BTO方式によるものと同様に
不動産取得税が非課税になるよう取り扱う。もし
くは都道府県が不動産取得税を減免した場合に
当該都道府県に対し補助金ないし地方交付税
で一定の補填がなされるよう、国のPFI推進部局
等が都道府県に対して補助金を予算化する。

現在、まんのう町ではPFI事業で中学校改築・町立図書館等複合施設整
備事業をおこなっている。国内で主流のBTO方式ではなく、BOT方式をと
り、施設を建設しようと考えているが、県による不動産取得税の取り扱い
の問題に直面している。同じPFI事業で同じ用途の不動産取得でも、BTO
方式によるものは非課税になり、BOT方式のものは1／２課税となる。こ
の取り扱いはおなじ公共財産に対して、不平等な取り扱いだと考える。
PFI事業は、公益を行っている行政が、民間活力を活用する事業である。
納税義務が生じない公益である役所がPFI事業契約するものへの課税
は、特に契約範囲内の公立学校をはじめとした公立施設にはなじまない
のではないか。また、当該事業において、課税を行うことは、結局、町税
から県税に税金を振り替える操作にしかならない。こうした、取り扱いの
不整合を是正いただきたい。また、取り扱いを単純に変えられないのであ
れば、当該事業に限り、都道府県が、課税分（地方税法附則第十一条１
０等適用後の課税額）を減免しやすくなるように、該当部分に対する補助
金ないし地方交付税上の措置で一定の補填がおこなわれるよう予算化
および制度化を願いたい。BTO方式およびBOT方式に対する不動産取
得税の取り扱いを均一化することは、PFIにおけるBOT方式採用をBTO方
式と同レベルまで推進することにつながり、非効率といわれる役所仕事
の効率化をより促進することが可能となる。こうした税金の無駄な操作の
抑制、そして、より効率的な行政経営を可能にすることが、地域活性化に
つながっていくと考える。

地方税法第６条、第７
３条の２、第７３条の
３、附則第１１条の１０
等

香川県 まんのう町
文部科学省
内閣府

2010040 内閣府 国際学校の整備について 地域再生法

地域再生法において、平成20年度の日本
政策投資銀行の民営化に伴い、「日本政
策投資銀行の低利融資等」に代わり、平
成20年10月に「地域再生支援利子補給
金」が地域再生計画の唯一の金融支援措
置として創設された。

Ｄ

国際学校の整備が、地方公共団体により
策定される地域再生計画に位置付けら
れ、地域における雇用機会の創出に資す
る等、一定の要件を満たす場合には、
「地域再生支援利子補給金」の対象とな
ります。

（項）
地域活性化政策費
（目）
地域再生支援利子補給金

121,624 －

（項）
地域活性化政策費
（目）
地域再生支援利子補給金

121,624
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国際学校の整備について
成長戦略拠点における国際的なまちづくりのイ
ンフラ整備として国際学校にかかる整備に対す
る金融支援（無利子・低利貸付）を実施する。

国際学校の整備に関わっては、政策投資銀行において金融支援が行わ
れてきたが、平成20年度の政策投資銀行の民営化に伴い制度が廃止さ
れた。しかしながら、今なお必要性については変わりないことから制度の
復活を要望するもの。
提案理由：
大阪の成長を牽引する成長戦略拠点において、国際的な人材・企業の集
積をはかる取り組みを行っている。これにより在住される外国人の生活環
境を整えることも重要となり、その１つである国際学校は経営基盤が強く
ないことから整備が促進されにくい状況にあることから金融支援が重要と
なっている。

大阪府 大阪市
文部科学省
経済産業省
内閣府
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